
●点検・評価にあたって、地域の関係業界からの意見を聞き取り

●令和元年度から7年度までの取組の実績等について、点検・評価

●取り巻く状況としては、少子高齢化の進行、大学進学率の上昇、製造や建設等の
職種における求人倍率の高さなどがあげられる。

●ＭＯＮＯテクは、求人の多さや離職率の低さなどの「強み」を有しているが、入
校生の減少や認知度の低さなどの「課題」も見られる。

次期「今後の高等技術専門学院の運営方針」答申案 概要

●高等技術専門学院（ＭＯＮＯテク）は、道立の公共職業能力開発施設。今後も、地域経済を支える中核的な人材育成機関としての役割を果たしていくために、訓練体制などに関
する基本的な方針を策定。

●６つの連携地域に８校１分校を設置。
学卒者・求職者・企業従業員への職業訓練を実施。
施設内訓練では、ものづくり関連の10職系33訓練科を設置｡

●企業からの求人数の多さ
6.9倍（R元～6年度平均）

●離職率の低さ
高校45.3％、ＭＯＮＯテク28.1％
（就職３年後。R3年3月卒業・修了生の場合）

●就職率の高さ
R元～6年度は94％以上で推移

●企業誘致につながる例
アイラーセン社（デンマーク）
（高級家具製造。ＭＯＮＯテク旭川の
存在がきっかけの一つ）

●入校者の減少
H21年度96.7％（ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ後）を
ピークに減少。R7年度は41.5％

●認知度の低さ
身近な人から知ることが多く、「Ｓ

ＮＳやホームページ」は少ない（ＭＯ
ＮＯテク訓練生へのアンケートから）

●新規高卒者の割合が７割以上
R7年度は75.6％が新規高卒者
（入校197名のうち149名）

◆８校１分校体制を維持

◆北見「電子機械科」の科目転換、旭川「色
彩デザイン科」のカリキュラム見直しを実施

◆入校者減少等を踏まえ、３年連続して1/2以
下の科の入校定員を見直し（H30：575名
⇒R7：475名）

◆33訓練科全てについて、応募倍率や就職率
などの項目によって評価を実施

◆事務・情報系や介護系などは、民間に委託
して実施（委託訓練）。R6年度の受講者実績
は1,827名。

◆企業従業員向けに「在職者訓練」を実施。
家具製作や自動車整備、外国語講座やドロー
ン活用など、R6年度は33コースで303名が受講。

◆入校者数のうち、女性の割合は施設内
訓練で１割程度、委託訓練では８割近い

◆障害者校（砂川市）やＭＯＮＯテク
（函館・旭川）、民間への委託訓練を通
じて、障害者向けの訓練を実施

◆R7年度入校生から授業料を改定。一方、
経済的事情のある方に減免措置を実施

◆民間と重複する訓練科目は、廃止や転換
は実施済み

◆民間と競合することのないよう配慮のう
え、官民があいまって人材育成を図る

◆指導員は、欠員解消のための新規採用
や、資質向上を図るための研修を実施

◆委託訓練や在職者訓練等の業務を担う
「能力開発総合センター」は、その機能
を最大限発揮できるよう、新たな取組を
進めていく

◆R7年度関連予算は約22億円（そのうち
６割以上が委託訓練関連）。施設の改修、
実習用機器の更新・整備等は、計画的に
実施していく

＜道央＞ 札幌
室蘭
苫小牧

＜道南＞ 函館
＜道北＞ 旭川

稚内分校
＜ｵﾎｰﾂｸ＞北見
＜十勝＞ 帯広
＜釧路・根室＞釧路

◆情報媒体（広報誌、ＳＮＳ等）や見学会・
体験会などを通じたＰＲや入校者の募集活動
を実施

◆地域との連携・協力、選考試験の共通化、
通称名の導入などを実施

◆既卒者の入校促進（１年制の導入、自己推
薦制度など）を図った

Ⅰ．次期運営方針の策定趣旨

Ⅱ．ＭＯＮＯテクの現状

Ⅲ～Ⅴ．ＭＯＮＯテクを取り巻く状況、強みと課題

Ⅵ．H31年3月策定の「運営方針」の点検・評価

入校生の確保対策

施設外訓練

全員参加型社会の実現に向けた取組

官民の連携

執行体制、施設・設備の整備等

意見（例）
・印刷機械の操作保守は、ＭＯＮＯテクでしか学べないので、貴重な存在
・未経験者が一人前になるまで、３～５年かかる。ＭＯＮＯテク修了者はその期間が短い
・入校者数が厳しいのは承知しているが、科目廃止にならないようにしてほしい❶機械系 ［5科 50名］

❷金属加工系 ［4科 40名］

❸建築施工系 ［6科 80名］

❹印刷・製本系 ［2科 30名］

❺設備施工系 ［1科 20名］

❻電力系 ［4科 55名］

❼第2種自動車系 ［5科100名］

❽木材加工系 ［3科 45名］

❾電気・電子系 ［2科 40名］

➓塗装系・ﾃﾞｻﾞｲﾝ系［1科 15名］

Ｒ７年度入校定員 ［33科 計475名］

施設内訓練設置状況

学卒者や求職者向け
⇒①施設内訓練

求職者向け
⇒②委託訓練

在職者向け
⇒③在職者訓練

職業訓練

強み 課題

訓練体制、施設内訓練
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◆離職・転職者や女性、親世代などターゲッ
ト層に応じた内容や媒体による発信

◆地元自治体やハローワークと連携した広
報・イベントの実施

◆地域の産業や暮らしを支える「ものづく
り」の仕事のやりがい等を「見える化」

◆ＭＯＮＯテクの強みのＰＲを通じて、ポジ
ティブな印象を持ってもらう

◆離転職者向けに、１年制の訓練課程のメ
リットを広く伝える

① 地域産業を支える人材の育成
② 全員参加型社会の実現への貢献
③ 官民の効果的な連携

・（施設内訓練）修了生の関連業界就職率 ［現状］90.1％ ［目標値］95.0％
・（施設内訓練）既卒者の入校促進 ［現状］48人 ［目標値］100人
・（委託訓練）修了生の就職率 ［現状］67.2％ ［目標値］74.0％
・（在職者訓練）受講生の満足度 ［現状］97.5％ ［目標値］98.0％
・訓練生と在職者の合同訓練の実施数 ［現状］1コース ［目標値］16コース

Ⅶ．今後の方向性

Ⅷ．今後の取組

Ⅸ．推進管理

●３つの「基本的な考え方」に沿って
取組を進めるとともに、５つの目標指標
を定める。

訓練内容の不断の見直し ～ニーズに応じた訓練の実施～ 入口対策 ～入校生の確保～

◆ダイキン工業(株)との連携のもと、エアコン需
要の急増に対応するため、R7年度から「家庭用エ
アコン据付工事講習」を実施。

◆こうした事例を参考に、今後、企業・地域ニー
ズを踏まえ、民間と連携した訓練を検討。

◆デジタルやＡＩに関する基礎知識関係を習得す
る機会づくり

◆空き定員分を活用して、訓練生と企業の従業員
が一緒に学ぶ短期間コースの実施など

◆外国人材やリスキリングの実情や短期訓練ニー
ズの把握と訓練への反映検討

◆自動車整備科１年制（三級整備士養成課程）の
導入

既卒者向けに、１年間で基本的な整備がで
きる三級整備士の養成課程をＭＯＮＯテク
旭川でR8年度から導入
（二級整備士(2年間)の養成課程と併設）

◆短期間で基本的な技能や資格を身に付けられる
１年制のメリットを広く周知し、入校促進を図る

訓練体制のあり方～８校１分校・33科～

●対象期間は、R8年度からR12年度までの5年間とし、中間時点で点検・検証を行う。また、R12年度に策定する「新たな方針」に向けて、後半の期間に検討を行う。

新たな
課題への
対応

在職者の
訓練
ニーズ

既卒者の
入校が少
ない

ＤＸ・ＡＩ
の進展

背景

背景

背景

背景

発信力の低さ

若者の
ものづくり離れ

キャリア等の
イメージが
わきにくい

既卒者の入校
が少ない

背景

●６つの連携地域毎に、道民に職業訓練の
機会を提供

●雇用情勢悪化時に、雇用のセーフティ
ネットの役割を果たす

●インフラを支える産業は人手不足が深

刻化。その技能関係が訓練科目

●入校者数が低迷し、設備や人員といった
リソースが有効活用されておらず、地域
の人材ニーズに充分応えられていない。

これまで

基本的な考え方 目標指標

地域との連携・協力体制の強化

ＭＯＮＯ
テク

地元
業界等

市町村

ハロー
ワーク

対象 主な媒体例 主な訴求ポイント

離職・転職者
親世代
女性

ハローワーク
SNS、HP
自治体等広報誌

就職率の高さ
未経験から資格取得可能
地元就職

小中学生ほか
広く一般向け

イベント（出前授
業、見学会・体験
会）、HP

ものづくりの魅力（体感）、
やりがい、技術の高さ

※ターゲット層に応じ、媒体・訴求ポイントを選択し、効果的に発信

◆当面は、現行の訓練科体制を基本にし
つつ、ＭＯＮＯテク間のネットワークの活用、
訓練内容の不断の見直し、入口対策を進める

～ＭＯＮＯテク間のネットワークの活用～
ＭＯＮＯテクや他科との連携した訓練によ

り、設備や指導員の有効活用や訓練効果の向
上を図る

訓練イメージ
異なる職系の訓練科で、同一の資格
を目指す場合の学科の合同授業（技
能講習など）


